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大阪湾上における GNSS を用いた水蒸気分布と豪雨に関する研究	
 

Study on the relationship between water vapor distribution  
detected by GNSS and severe storm on Osaka bay 
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The present study shows the way to detect water vapor distribution by using GNSS. Basically, GNSS Zenith 
Tropospheric Delay is widely applied for meteorological purpose and it has been already applied even for 
operational meso-scale meteorological model. However, the application was only on land. Therefore, the present 
study deployed GNSS on the OSAKA bay because the sea is the source of water vapor. Moreover, the present 
study proposes the way to detect water vapor contrast in local scale. The proposed way of detection has been 
applied on the severe storm phenomenon happened on August 18 2012. It shows the convergence of water vapor 
when convective cloud appeared over Osaka city area.  
	
 

１．はじめに	
 

	
 日本型 GPS 気象学を牽引したプロジェクトが終

了して 10 年以上が経ち，GPS データから算出され

る可降水量は 2009 年 10 月から，気象庁の現業気

象予測モデルであるメソ数値予報モデルに取り込

まれている（気象庁編，2010）．一方で，米国が運

用する GPS だけでなく，ロシアの GLONAS，EU の

Galileo，中国の BeiDou（北斗），日本の QZSS（準

天頂衛星システム）など各国の機関が様々な衛星

測位システムを開発してきた（佐田，2015）．これ

らの衛星の運用にあたっては基準点の整備が不可

欠であり，それらの情報をリアルタイムで利用し

て短時間で高精度な測位を行う状況が生まれると

考えられる（柴崎,2015）ので，日本型 GPS 気象学

の方法を世界中で利用できると期待される．	
 

	
 一方，これまでの GNSS 観測点は陸上にしかない

ため，水蒸気の源である海上の情報がない点，多

数の測位衛星があっても天頂大気遅延量にしてし

まうと 1 つの地点で１つだけの情報となってしま

う点に改善の余地がある．	
 

	
 そこで，本研究では大阪湾上に GNSS 観測点を設

置し，視線方向大気遅延量を利用する方法を提案

する．	
 

	
 

２．大阪湾上に展開した GNSS 大気遅延量測定機器	
 

	
 科学研究費補助金	
 基盤研究(S)「最新型偏波レ

ーダーとビデオゾンデの同期集中観測と水災害軽

減に向けた総合的基礎研究」（代表	
 中北英一）の

支援を得て，Fig.1 に示すとおり大阪湾上に最大 9

台の GNSS	
 2 周波観測装置を設置している．このう

ち，南海フェリーに設置させていただいている 2

点は定期航路船への設置ということで，固定され

ていない，周期的にほぼ同じところを通過する，

定期的に地上基準点付近でキャリブレーションを

行うことができるという点で特徴がある．また，

灯浮標に設置している GNSS 観測装置も揺動する

灯浮標上で大気遅延量の推定を行うことができて

いる．これらのデータについての詳細は Oishi	
 et	
 

al.(2012)に示されている．	
 

	
 GNSS データは，Iwabuchi	
 et	
 al.(2011)による

RTNet によって解析されて天頂遅延量にした．	
 

	
 	
 

	
 

	
 	
 Fig	
 1.	
 GNSS	
 deployed	
 on	
 OSAKA	
 bay	
 

	
 



３．視線方向大気遅延量を利用した水蒸気コント

ラストの探知	
 

	
 本研究では，視線方向大気遅延量を利用してロ

ーカルスケールの水蒸気コントラストを探知する

方法を考案した．	
 

	
 Shoji	
 (2013)は，実測観測点と衛星を結ぶ視線

ベクトルと，実測観測点から天頂方向に水蒸気量

のスケールハイト分だけ高い水平な面との交点を

海面に射影した点を仮想観測点とし，視線方向大

気遅延量を天頂に射影した長さは仮想観測点の天

頂大気遅延量と見なすことができることを示した．	
 

	
 本研究では，この方法を用いて水蒸気コントラ

ストを探知する．すなわち，仮想的観測点の天頂

大気遅延量から実測観測点の天頂大気遅延量を減

じたものが，実測観測点を原点とした座標系の一

次関数で表されるとして，線形回帰法でその一次

関数を求め，その回帰式が面の方程式であるとし

て，その法線ベクトルを求め，その水平面への射

影が水蒸気のコントラストを表すものとした．ま

た，測定される法線ベクトルの確からしさを回帰

分析検定によって評価した．	
 

	
 このようにして求められた水蒸気コントラスト

を示すベクトルを Fig.2 に示す．図では可降水量

が小さい方から大きい方に向かう最急勾配の方向

に矢印がひかれ，矢印が長いほどコントラストが

高いことを示している．また，Fig.3 は，解析を

行った大阪長居競技場で雷による被害が出た日の

気象状況を示している．本稿では解析が十分では

ないが，明石海峡から大阪に向かって水蒸気コン

トラストが大きくなっているように見える．現在

はこの事例を中心に解析を行っており，大阪湾上

の点および大阪湾周辺の他の点の解析結果と，回

帰分析検定結果を合わせてポスターに示す．	
 

	
 

	
 

Fig.2.	
 Water	
 Vapor	
 Contrast	
 

	
 

Fig.3.	
 Rainfall	
 rate	
 detected	
 by	
 JMA	
 radar.	
 

	
 

４.	
 おわりに	
 

文中で引用した論文等は、すべて参考文献リス

トに列挙すること。参考文献に和文、英文の両方

が混在する場合には、まず、和文論文を列挙し、

引き続いて英文論文を列挙する。以下に、引用の

仕方、参考文献リストの作成方法について述べる。	
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